






















































 ２ 地域支援事業の状況 

 

  この事業は、要介護状態又は、要支援状態となることを予防し、社会に参加しながら地域で自

立した日常生活が営めるよう、総合相談窓口の開設、在宅医療と介護の連携、認知症施策等の推

進とともに、地域の支え合いのネットワークを構築することを目的としています。その中核機関とし

て本町では「羽幌町すこやか健康センター」内に地域包括支援センターを設置しております。 

 

 （１）介護予防・日常生活支援総合事業（総合事業） 

平成２７年度の介護保険法改正により、予防給付のうち「訪問介護」と「通所介護」が新た

に「訪問型サービス」「通所型サービス」として、地域の実態に合わせた多様なサービスを

提供できるよう地域支援事業へ移行されました。本町では、平成２９年度より事業開始して

おります。 

  

  １）介護予防・生活支援サービス事業 

 「要支援１」「要支援２」認定者だけではなく、「基本チェックリスト」該当者（事業対象者）も

利用できます。 

 

①訪問型サービス 

訪問型サービス（従来の介護予防訪問介護サービス相当）実績 

 平成３０年度 令和元年度 令和２年度（推計） 

件数（人） ５６２ ５０４ ４４０ 

事業支給額（円） ９，１２８，６１６ ７，９８７，７９２ ７，９６３，７３４ 

※第１号訪問事業として町が指定した事業所にて実施 

 

②通所型サービス 

通所型サービス（従来の介護予防通所介護サービス相当）実績 

 平成３０年度 令和元年度 令和２年度（推計） 

件数（人） １，０１７ １， ０００ ９８７ 

事業支給額（円） ２４，３５３，２２０ ２３，３５３，１５５ ２２，３４２，９８８ 

※第１号通所事業として町が指定した事業所にて実施 

 

通所型サービスＡ（緩和した基準によるサービス） 

 平成３０年度 令和元年度 令和２年度（推計） 

天売地区（延べ人数） １２３ １１３ ８５ 

焼尻地区（延べ人数） ６１ ５７ ５８ 

※羽幌町社会福祉協議会へ事業委託 （場所： 天売・焼尻高齢者支援センター） 
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第4章 計画の理念と目標 
 １ 基本理念と目標 

 ２０２５年（令和７年）に、団塊の世代全てが７５歳以上となります。当町では、人口推計によ

ると、この時期に７５歳以上（後期高齢者）人口のピークを迎えると見込んでいます。高齢化

が進展する中で、高齢者のライフスタイルや生活意識、ニーズ等がさらに多様化していくこと

が予測されます。高齢期を迎えても、それぞれの方が、豊富な経験や知識、特技等を地域社

会に活かすことができる環境をつくるとともに、互いに助けあい支えあう、参加と協働の地域

づくりを推進していく必要があります。  

 また、要介護者が増加する中で、介護・医療等の支援を必要とする高齢者が、可能な限り

住み慣れた地域で個人の尊厳やその人らしい生き方が尊重され、自立し安心して生活して

いくことができるよう、「住まい」、「医療」、「介護」、「予防・生活支援」を一体的に提供できる

「地域包括ケアシステム」の構築を推進していく必要があります。  

  これらの町の状況や介護保険制度改正の考え方を踏まえ、第5期羽幌町老人福祉計画・

介護保険事業計画で「誰もが居場所と生きがいを持って暮らせるまち」を目指し設定した、4

つの基本理念を継承し、その基本理念に基づき設定した、より具体的な基本目標の達成に

向けて努力します。 

 

     基本理念 
 

 ◎ すこやかな高齢期をすごすための介護予防の推進 

 ◎ 自立支援と重度化予防を目指したサービス提供の推進 

 ◎ 町民とともに育てる地域型活動の推進 

 ◎ 生きがいとうるおいのある環境づくりの推進 

 

 

基本目標 

基本目標１ 地域に根ざした支援体制の推進 

 基本目標２ 地域包括ケアシステムの充実 

 基本目標３ 健康寿命の延伸 
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 ２ 目標を達成するための基本方針 

 

 高齢者がいつまでも健康で、役割や生きがいを持ち活躍できる環境づくりを推進するととも

に、支援が必要な方を地域全体で支えていく地域包括ケアシステムの構築に着実に取り組

み、目標の実現を図るため、以下の基本方針を掲げ総合的に施策を推進します。  

 

      基本方針 
 

 (1) 介護保険、高齢者福祉サービスの充実 

 (2) 健康づくり・介護予防の推進 

 (3) 地域包括ケアシステムの深化・推進 

 (4) 医療と介護の連携 

 (5) 認知症施策の推進 

 (6) 高齢者の権利擁護対策 

 (7) 生活支援・介護予防サービスの基盤整備の推進 

 (8) 生きがいづくりの推進 

 (9) 生活環境の整備 

(10) 災害・感染症に対する整備 

 

 

 

地域包括ケアシステムの姿（厚生労働省） 

 

 

 

３６ 





































3 各所得段階の介護保険料

所得段階 対象者 保険料率 年間保険料

○生活保護を受けている人

 収入額の合計が８０万円以下の人

 収入額の合計が１２０万円以下の人

 い方

 で、前年の合計所得金額と課税年金収入額の合計が８０万円

 以下の人

 で、第４段階以外の人

 の人

 ２1０万円未満の人

 ３2０万円未満の人

 の人

※ 第1段階から第3段階の区分については、保険料軽減制度適用後の保険料率です。

      (     )内は保険料軽減制度適用前の保険料率

第８期標準保険料月額 5,500

54

基準額

×0.3

(0.5)

19,800円

基準額

×1.2
79,200円第６段階

66,000円

59,400円

基準額

×0.7

(0.75)

46,200円

基準額

×0.5

(0.75)

33,000円

第３段階

第２段階

第1段階

第４段階
基準額

×0.9

第５段階 基準額

第９段階
基準額

×1.7
112,200円

第７段階
基準額

×1.3
85,800円

第８段階
基準額

×1.5
99,000円



第6章 計画推進のために 

 

 １ 適切な事業運営 

 

 （１）保険料の適切な賦課・徴収 

 被保険者の方々に保険料を公平に納付していただくことは、適切な制度運営のために極

めて重要です。このため、あらゆる機会を通じて制度の周知を図り、保険料納付の必要性

について理解の促進に努めます。 

 

 （２）介護給付等に要する費用の適正化事業推進 

 提供されるサービスがそれぞれの利用者の能力に応じた自立を支援するものとなってい

るか、また事業者による不正・不適切なサービス提供が行われていないかなどといった観

点から、保険給付の適正化のため、「縦覧点検」や「医療情報との突合」「ケアプラン点検」

等の適正化事業に取り組みます。 

 

 

 ２ 計画の推進方策 

 

 （１）庁内関係部署の連携 

 庁内の関係部署と幅広く連携をとり、計画の円滑な推進を図ります。 

 

  （２）保険・医療・福祉の連携 

 本計画の目標達成に向けて着実な実践を目指すとともに、高齢者、その家族等の多様

なニーズに適切に対応し、地域生活を支援していくためには、介護保険制度だけでなく、そ

れ以外の保険・医療・福祉分野との連携を一層強化し、必要なサービスの適切な提供に

努めます。 

 また、介護予防の観点から、予防を重視した健康づくりの取り組みを充実するとともに、

生涯学習、まちづくり等も含めた、総合的な推進体制の整備に向けた取り組みを進めま

す。 

 以上これらを、北海道、国との連携を深めるとともに、各種団体との連携を図りながら進

めます。 

  

 （３）地域関係機関との連携 

 地域福祉の推進役として位置づけられる社会福祉協議会をはじめとし、民生委員、老人

クラブ、ボランティア団体、ＮＰＯなどを支援するとともに、主体的な地域福祉活動の支援、

連携を一層強化するなかで、本計画の推進を図っていきます。 
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